
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （国際協力事業団の事業内容の分析と評価）

・これまでに交付金１兆7000億円を投入
技術協力事業 ・日本の技術協力援助額は、先進諸国中４番目国 （ＪＩＣＡのシェアーは５割強）

【事業主体】
業務実施 出資金累計 （単位当たり交付金投入額(累計ベ-ｽ))
方針指示

二国間贈与 技術協力 → 国 1,200 億円 (200万円強／人)
（無 償） 研修員受入事業 これまでに約 11万人を受入れ

交付金累計際 (1,300万円弱／人) ↓
一 出資金 ２兆600 億円 個別専門家派遣事業 これまでに約 1.8万人を派遣

政 般 交 付 ↑
府 会 → 協 (88,000万円強／件) 多額の公的資金に依存するも
開 計 交付金 ↓ プロジェクト方式技術協力事業 これまでに約 500件に協力 → のであり、より客観的な事業効
発 果の実証が検討課題
援 力 現金・預金 (32,000万円弱／件)
助 二国間貸与 開発調査事業 これまでに約 1OOO件を調査

（有 償） 640 億円
Ｏ 事
Ｄ 資金協力 土地・建物 ﾌｨｰジビﾘﾃｨ調査等終了案件の事業化率は 63%(398/633)
Ａ ﾏｽﾀｰプﾗﾝ等終了案件の活用率は 90%(275/306)

（外務省） 業 490 億円
(1,200万円強／人)

青年海外協力隊派遣事業 これまでに約 1.5万人を派遣団 現金・預金が
４割強と多い

国際機関へ （損益の状況） （資産の現況）
の出資等

開発投融資事業 利益剰余金92億円
貸付金276億

資金が有効に活用
されていない

出資金357億円を投入 S62'初現金・預金113億円 → 現金・預金173億円
↑資金的余剰が更

元々資金に余裕 に拡大 ↓

ここ10年間で
・元本回収・利息収入が貸付けを45億円上回り 余裕金の有効活用が課題
・一方、新たに15億円の出資金を投入

（資産の現況） ↓

移住関係事業 多くが延滞
貸付金82億円 → ６か月以上 30億円(37%) 全体的な財務の状況を踏まえ

<５年以上は9億円(11%)> 余裕金の有効活用の観点からの
移住投融資事業 検討が必要

現金・預金14億円 回収不能になれば
資金減少を助長、
対応力を弱める ↑

↓
実質価値は見
掛けの半分 出資金に見合う → 健全な財務運営に向けて解決

出資金208億円を投入 ← → 資産価値 105億円 すべき課題

↑
（資産の現況） ↑

大半が延滞 ６か月以上 5.1億円(76%) 見通しがないまま投下
入植地事業 割賦元金７億円 → <５年以上は4.2億円(63%)> 資金の回収が停滞

分譲地資産３億円 → ｱﾙゼﾝﾁﾝ 2.4億円(1,095ha)
売れ残り分 パﾗグｱｲ 6,500万円(910ha)
の分譲困難
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